










（ 続紙 １ ）                             




































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、量刑ガイドラインがなく、同種犯罪類型内部の軽重区分もほとんどな
いままに幅広い法定刑が設定される日本にあって、裁判員裁判の場合を含む量刑判
断の過程を望ましい構成で可視化しようとする研究である。 
 前提となる著者の刑罰論は、刑罰を不法に対する社会の反応とする点で、ドイツ
や日本の有力説である機能主義的な刑法秩序の理解に類似するが、一般予防効果は
刑罰の規範的性質自体が備える属性にすぎないとして、応報刑論を現代的な形で主
張しようとする点が独自である。応報の観点で責任刑に相当する刑量の「幅」を定
めた後、特別予防の観点を考慮して「点」の刑の量定を導こうとする著者の段階的
量刑論は、「犯情」と「一般情状」を段階的に考慮する実務にも親和的である。し
かし、本論文は、応報刑論の出発点と可視化の目的とから、特別予防に関しても犯
行自体に直接関連する要素だけを考慮すべきだとしており、量刑要素の種類を制限
しない実務とは一線を画する。 
 さらに著者は、刑罰の歴史的考察から、非難を意味する「刑」と、不利益の賦課
を意味する「罰」との二側面の区別が、複数の制裁を科す際の比例原則、二重処罰
禁止、罪刑均衡原則等に関する問題解決の糸口になるとする。また、市民的自由の
多様化が、刑罰の内容を多様化する契機となる可能性も示唆する。これらは新しい
観点であり、解釈論・立法論上一定の帰結をもたらしうる。 
 最終目的である量刑の可視化については、米国、英国、ドイツ、中国、日本の立
法例と実務を参照し、ガイドラインの制定は必須ではないとしつつも、罪刑均衡を
確保する指針が示されるべきだとする。 
 このように、本論文は、刑罰に対する新たな分析的理解に基づき、いくつかの具
体的問題の解決の方向性をも示そうとする点で、注目に値する。 
 もっとも、結論部分はまだ抽象的であり、それを具体化するルールは憲法適合的
であれば足りるとされているため、それで宣告刑が著者の主張する「最低限」の自
由制限となるのかには疑問もある。また、一方で、応報刑論の中での特別予防の考
慮が従来の相対的応報刑論や統合予防論といかに相違するのか、他方で、保安処分
のない日本において応報を中心とした量刑を貫徹できるのかなど、明確でない部分
もある。 
 そうだとしても、本論文は、今後の量刑論に一石を投ずべき新たな視角を示した
ほか、罪刑均衡論を進展させる分析手法を提言したといえ、学術的価値が認められ
る。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
 また、平成31年2月1日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果、合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表
  
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
